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1D1 世界におけるサィ ェ ンスパークの 開発状況と 

日本の開発動向 

0 吉澤 純 Ⅰ山本 長吏，権 田 舎 治 ( 科学技術政策研究所 ) 

1 . はじめに 

近年、 地域の活性化という 観点から科学技術の 振興方策が積極的に 検討されるなか 

で、 研究開発機能を 中心とした産業振興拠点、 技術革新を振興する 研究開発機能の 集 

積拠点、 企業化支援拠点などの 建設、 計画が進められている。 
欧米においては、 技術革新・創出の 拠点として機能しているサイエンス・パークや 

イノベーション・センターが 1980 年代以降相次いで 建設され、 地域の大学や 研究機関 

との連携のもとにハイテク 企業の創出、 地域の産業 7 き ，珪化に貢献している 事例がいく 

っか 紹介されている。 イギリスでは、 この様な サ イェンス，パークに 対しては明確な 

定義付けがなされているが、 わが国では、 テクノポリス、 民活法特定施設、 頭脳立地 

法支援施設、 多極分散 法 振興地域など 様々な政策的展開が 進むなかで、 独自な名称の 

もと、 いかなる機能を 持った施設が 幾つ存在しているか 基本的な把握ができていない。 

本論文では、 欧米を中心とした 諸外国におけるサイエンス・パークの 開発状況を解 

諒 するとともに、 わが国における 研究開発機能を 中心とした地域産業開発拠点の 開発 

動向について 報告する。 

2. 諸外国における サ イェンス・パークの 開発状況 

アメリカ、 イギリス、 ドイッ、 東欧、 中国における サィェ ンス・パークの 開発状況 

ほ ついて報告する。 

(1) アメリカ 

アメリカにおけるリサーチ・パークの 件数は、 調査・分析を 行った研究者の 見解に 

よって異なるが、 リサーチ・パークの 定義はほぼ次のように 言うことができる。 

「研究開発型大学のキャンパスの 一部あ るいは近接地に 必要なインフラを 整備し、 そ 

こに政府系の 研究機関や民間企業の 研究開発部門の 施設を誘致し、 産学官がそれぞれ 

メリットを享受する 仕組みで計画・ 開発された産業拠点」 

ここでは、 米国大学リサーチ ，パーク協会 (Ass 雨 adon  0fUnive ㎡ ty-Relatd  Rese 打 ch 

P 町 ks) に加盟している 大学系リサーチ・パークについて 報告する。 図 1 に示す よ う 

に、 1983 年～ 1986 年にかけてリサーチ・パーク 設立のピークが 現れているが、 これは 

1982 年をピークに 学生の数が減少傾向に 転じたことと 各大学の財政事情の 悪 ィヒ のもと 

で産業界との 連携に取り組み 始めたためであ る。 

リサーチ・パークの 設立件数が増加するに 従って R&D 企業の獲得も 困難になり、 最 
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近 では設立される 件数が低下してきている。 図 2 に欧米における サィェ ンスパークの 

設立形態を示す。 定義の中でも 述べられている よ うに、 研究開発型大学のキャンパス 

内 あ るいは近接地にインフラを 整備するとともに、 リサーチ・パーク 内に共同研究機 

関を設置するため、 民間企業と大学の 技術移転がスムーズに 行える よ うに機能して ぃ 

る 。 また、 ほとんどのリサーチ・パークがインキュベータを 持ち、 革新的アイデアを 

企業 ィヒ していく際に 必要となる研究開発資金や 経営ノウハウを 提供し、 スタートアッ 

プ 時のサポートを 行い地域の開発拠点とし 重要な役割を 持っている。 
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図 1. アメリカの大学系リサーチバークの 設立推移 

  
図 2. 欧米の サ イェンス・パークの 設立形態 

(2) イギリス 

  イギリスにおいては、 アメリカにも 増して明確な 定義付けを行っている。 

英国サイェンス・パーク 協会 (UnitedKingdomScienceParkAss ㏄ iation) によれ ば イギ 

リスの サ イェンス・パークは 、 

「・大学、 その他の高等教育機関または 主要研究機関と 正式な提携の 下に運営される 

不動産をべ ー スにした地域開発計画。 

・現地における 知識集約型の 企業およびその 他の機関の設立と 発展の促進を 目的と 

していること。 

・現地における 技術および経営ノウハウの 移転を活発化する 管理機能を有すること。 」 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

と 定義付けられている。 

図 3 に示す よう にイギリスでも 

1983 年～ 1986 年にかけて サィェ ンス 

・パークの設立が 集中している。 

1979 年頃 から中北部で 失業者が増加 

し 、 新産業を起こす 手段として サ イ 

ェンス・パークの 開発に地方政府が 

関心を示し出したと 同時に大学側も 

産業との有益な 連携手段を捜し 求め 

ていたためこの 時期に サ イェンス・ 

81  82  83  84  85  86  87  88  89 90  91  92- 

図 3  . イギリスのサイエンス・パークの 設立推移 
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パークの開発が 増えている。 1988 年には、 それまでの大学や 高等教育機関よりも 産業 

技術資源との 連携に重点をおいた サ イェンス・パークが 設立されたのを 始め、 1992 年 

には原子力発電所に 隣接して設立されるなど、 開発、 計画段階のものには 産業界との 

結び付きが強 い この様なタイプが 流行してきている。 

じ ) ドイツ 

ドイッにおけるイノベーション・センタ 一の設立推移を 図 4 に示す。 1983 年に最初 

の イ / ペ一 ション・センターが 設立されて以来 1 り 2 年までに約 130 のイノベーション・ 

センターが新たに 設置されている。 旧 西独地域においては 1980 年代の開発プームが 陰 

りを見せ始めているが、 東西ドイツの 統一後は l 日東独地域でのセンタ 一の設立が伸び 

ている。 ドイッにおいては、 過去十年間の 経験からイノベーション・センターが 地域 

経済開発の重要な 手段として伯東独地域の 産業崩壊の建て 直し、 大学のリストラに 大 

きな期待を示している。 

イノベーション・センタ 一の 4 つの主要分野を 見ると次のようになる。 

  有効なインフラ ( 賃貸用地、 事務サービス、 コンサルティンバ ) の準備による 企業 

設立と企業成長の 促進 

  研究者と経済界の 協力の促進による、 地域のイノベーション 潜在能力の開発と 発展 

・先端技術指向企業が 必要とする高 い 教育水準を社員に 確保するため、 技術とマネー 

ジメントに関する 情報提供と継続教育 

・情報・経験交流、 および企業間の 

協力のための 地域的、 および国際 ぉ 

的 ネット一 ク の形成による 地域経 20 

済 振興 
各センターは 地域のニーズと 潜在 15 

能力に合わせて、 具体的に地域の 状 10 
況 に応、 じた課題を設定するのであ る。 

  
インキュベータが 技術革新のべ ー ス 

となって新しい 企業の設立、 地域 資 0   
源の組み合わせ、 中小企業支援に ょ 81@ 82@ 83@ 84@ 85@ 86@ 87@ 88@ 89@ 90@ 91@ 92 ・ 

る 実用化を進めている。 図 4. ドイツのイノベーション・センタ 一の設立推移 

(W) 中欧および東欧 

旧 東独各州で起こっているイノベーション・センタ 一の設立運動だけでなく、 中欧 

および東欧の 他の旧社会主義諸国でも、 1990 年以降盛んにセンターが 設立されている。 

図 5 に設立の推移を 示す。 1980 年代に設立されたものはブルガリアとハ 

ンガリ一のものであ る。 

中欧および東欧においては、 西側センタ一の 経験から学び、 可能な限り、 パートナ 
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一 シップ、 資本参加、 または投資によって、 協力をより積極的な 形にしようという 努 

力がなされている 0 しかし、 その発展、 成否の見通しが 得られるまでには、 5 年から 

1 0 年の期間は必要であ り、 今後の動向が 注目される。 

伯東独の場合には、 東西ドイツ間 

で 1990 年始めからセンタ 一間の協力 30r 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 

 
  

 

促進により、 旧東独センタ 一のほと ぉ 

んどすべてに 西独 側 パートナーとの 
20 

協力関係が成立し、 センタ一の構想、 

建設、 主導的立場の 要員の教育支援、 
15 

マネージメント 支援、 および企業設 10 

立者に ヌォ するアドバイスの 支援など 5 

早急な具体化につながっていったの 0 

に 対し、 東側近隣諸国では、 その ょ 81  82  83  %  85  86  87  88  89  %  91  兜 -  n.s   

う な振興策がまだ 用意されておらず、 図 5. キ ・東欧のイノベーション・センタ 一の設立推移 

私企業の創出や 海外資本とのジョイントベンチャー 形成など課題が 残されている。 

(5 汗国 

中国における サ イェンス・パークは、 高 新技術産業開発 区 と言われ、 国内の技術移 

乾 によって R&D の商品化、 産業化、 国際化の実現を 目指している。 

1985 年に中国で初めての 開発 区 が設立されて 以来 1991 年末までに 27 の開発 区 が国務院 

にょ 0 国家承認されている。 さらに 1992 年末までに 25 の開発 区 が新しく承認され、 合 

計 52 の 高 新技術産業開発 区 が稼動している。 中国では、 地域にハイテク・パークを 設 

克 することによって、 地方政府が独自の 技術革新政策を 進めることができる よう にな 

ったが、 イノベーションを 起こすために 大学に隣接した 形で建設されるので、 そのほ 

とんどが南部、 東部、 北東部の科学技術資源の 強 い 所に集中している。 また、 国内の 

技術移転を名目に 開発されているが、 投資の欠如という 問題から十分な 資金援助がで 

きないため、 地域の技術移転よりも 外資の導入を 目的としているものも 多い。 

3. 日本の開発動向 

日本のサイエンス・パークの 開発動向を把握するために、 各都道府県における「 研 

究 開発機能を中心とした 地域開発拠点」を 抽出し、 設立年および 所有している 施設の 

構成について 分析した。 

(1 湖究 開発機能を中心とした 地域産業開発拠点に 関する調査 

研究開発機能、 研究開発支援機能、 技術革新・起業化支援機能、 研修・交流支援機 
能 04 つのいずれかの 機能を有している 施設・拠点について 国、 地方公共団体、 民間 

を問わずにリストアップ し 、 各施設・拠点がどのような 施設 ( 生産施設、 研究施設、 

インキュベータ、 交流施設、 研修施設、 情報センタ づ を有しているか 調査を行った。 
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この中から、 研究施設、 インキュベータのいずれの 施設も有していない 施設・拠点を 

除いた 119< 牛を分析 2 千集とした。 

インキュベータとは、 「創業を図ろうとする 者および創業間もない 企業、 新分野に 

進出しようとする 中小仝業のために、 低料金で貸事務所， 貸 研究室や共通サ ーピス を 

提供したり、 経営・事業計画やマーケティンバなどのコンサルティンバ、 資金の援助 

等を行うための 施設 ( 貸し事務所などの 不動産のみを 提供するものも 含む ) 」 

研究施設とは、 「開放型試験研究施設 (d 一 プン・ラボ ) 、 ならびにその 他の試験 

研究機関や研究所といった 研究および研究支援活動を 行うための施設」 

と 定義した。 

(m 扮析 結果と考察 

分析対象とした 地域産業開発拠点を 以下の 5 つに 大きく分類し、 それぞれの設立年 

に 対する傾向の 分析を試みた。 

①インキュベータを 中心としたセンター 

②研究所団地、 工業団地の中にインキュベータが 入居 

③研究施設を 中心としたセンター ( インキュベータなし ) 

①研究所団地、 工業団地の一部として 研究施設が入居 

⑤単なる研究所、 研究機関の集積 

この 5 つの分類に よ る各地域開発拠点の 設立年次推移を 図 6 に示す。 
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図 6. 日本の 5 分類に よ る地域産業開発拠点の 設立推移 

1988 年以前については、 図 7 に示すような 構成でインキュベータや 研究支援機能を 

持つ施設が、 地域拠点として 集積されることなく 単独に設置されている 傾向が強った。 

1986 年の民活法 ( 民間事業者の 能力の活用による 特定施設の整備促進に 関する臨時措 

置法 ) の制定によりそれ 以降インキュベータの 設立が増え、 さらに、 1988 年の頭脳 立 

地渋 ( 地域産業の高度化に 寄与する特定事業の 集積の促進に 関する法律 ) などの制定 

に ょ り、 1993 年以降に竣工が 予定される地域産業開発拠点では 研究機関や高度技術 産 

業の業務機能が 集積する傾向が 顕著に現れている。 拠点の開発には、 計画、 設計、 造 
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成などを経るために 実質的には法律の 制定から 3 ～ 5 年後にその傾向が 現れてきてい 

る。 また、 公設の試験場の 統廃合が進められるなかで、 工業技術センタ 一など新しく 

設立される試験研究機関を 特定業務用地や 工業団地の中に 移転させる動きもあ る。 全 

体的には、 い ままで個別に 設立されてきた 各種の試験研究機関が 地域の開発拠点とし 

て 集積され、 地域科学技術振興の 中核として機能して 行く傾向にあ る。 

工業 

ユ " 栓 。 ヰ "" ミ " 

工 

石 垢 絡 部門 

研
究
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図 7. 日本のサイエンス・パークの 設立動向 

4. 今後の課題 

これまでの調査では、 各都道府県単位の 既設および建設、 計画中の地域開発拠点を 

抽出し、 各開発拠点が 有している施設に 関する概略的な 整理を行ってきた。 今後は、 
地域開発拠点の 運営方法、 大学や他の研究機関との 有機的なつながり、 ならびにイン 

キュ ベータや研究施設の 具体的内容について 詳細な調査を 進めることによって、 地域 

の 技術革新に寄与する 開発拠点の分析を 行って い く予定であ る。 
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